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住まいの新たな
価値創造へ…

0403

長期ビジョン

 
］［

 
中期経営計画2022

  
お客様・地域・社会に寄り添い
あらゆる不動産ニーズを
解決する企業集団となる

社会性ビジョン
（目指す姿）

成長性ビジョン
（チャレンジ目標）

VISION 2030
第3次 Step
（2026.8~2030.8）

成長の加速成長軌道の
回復

第2次 Step
（2023.8~2025.8）

第1次 Step
（2020.8~2022.8）

売上高 1,000億円
経常利益  60億円
ROE 8.0%以上

企業価値10倍化

売上高

5,000億円
経常利益

300億円

成長エンジンの
構築

中期経営計画に基づく
具体的戦略・施策の推進

］［中期経営計画2025

グループ全社員によるミッションの追求

　当社グループは、グループ全社員が向かうべき方

向性を明確化するために、長期ビジョンとして、目指

す姿（社会性ビジョン）とチャレンジ目標（成長性ビ

ジョン）を策定し、そこに至るまでの最初のマイルス

トーンとして「VISION2030」を設定しました。中期経

営計画は３つのステップで進めており、第1次ステッ

プ「中期経営計画2022」を2022年8月に終え、第2次

ステップ「中期経営計画2025」を2022年9月からス

タートさせています（下図の通り）。

　「中期経営計画2025」は、「成長軌道の回復」を

基本方針とし、「持続的成長基盤確立期」と位置づ

けた取り組みを積極的に推し進めています。そして、

長期ビジョン実現に必要不可欠な「総合不動産グ

ループ化」への進化の次のフェーズとしてグループ

会社の機能別再編に着手し、2024年4月から新たな

グループ経営体制として“創販分離を”スタートさせま

した（詳細はP15-19「社長インタビュー」を参照）。

　AVANTIAグループは、“創”と“販”の両機能につ

いて、専門性・品質・対応力（スピードやボリューム）な

ど、あらゆる面での高度化を推し進め、ステークホル

ダーの皆様と共に、真に求められる“住まいの価値創

造”を追求してまいります。

　AVANTIAグループの弛まぬ挑戦にご期待くだ

さい。

第1章　価値創造ごあいさつごあいさつ 第1章　価値創造

代表取締役社長
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AVANTIAグループのあゆみ 第1章　価値創造

新たな価値創造に向けて 
※棒グラフは売上高（1999年までは単体、2000年以降は連結）

第2期成長期へ

  1989.11.16
（株）サンヨーハウジング名古屋設立

主な事業セグメント
■…戸建住宅事業 
■…マンション事業
■…一般請負工事
■…その他の事業

2004.8.2
東証名証1部指定

マンション事業・一般請負工事事業

1997.4.1
消費増税 3→5％

累計5,000棟

累計10,000棟

2014.4.1
消費増税 5→8％

   2019.10.1
  消費増税 8→10％
（軽減税率対象物は8％）

事業領域
の拡大

展開エリア
の拡大

 各子会社

その他の事業（不動産仲介、リフォーム工事等）

ビジ
ョン
実現
に向
けた
成長
戦略
の推
進

累計15,000棟

長期ビジョン
実現へ

  2020.1.1 
  AVANTIAグループ始動
（株式会社AVANTIAに商号変更）

2002.7.23
東証名証2部上場

1期
1990

2期
1991

3期
1992

4期
1993

5期
1994

6期
1995

7期
1996

8期
1997

9期
1998

10期
1999

11期
2000

12期
2001

13期
2002

14期
2003

15期
2004

16期
2005

17期
2006

18期
2007

19期
2008

20期
2009

21期
2010

22期
2011

23期
2012

24期
2013

25期
2014

26期
2015

27期
2016

28期
2017

29期
2018

30期
2019

31期
2020

32期
2021

33期
2022

34期
2023

35期
2024

36期
2025

創業期 踊り場の10年第1期成長期

累計1,000棟

戸建住宅事業

愛知
岐阜

三重
静岡

兵庫
大阪

石川
京都

千葉
福岡

東京
埼玉

神奈川

■ジェイテクノ（株） ■（株）宇戸平工務店 ■五朋建設（株） ■（株）プラスワン

■（株）サンヨー不動産

■（株）プロバンクホーム

■（株）ネクスト-ライフ-デザイン

■（株）DreamTown

■（株）ドリームホーム

■（株）アバンティア不動産

■サンヨーベストホーム（株）

■（株）巨勢工務店
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財務・非財務ハイライト 第1章　価値創造

38,462 40,626
45,327

1,250

862

1,352

58,161
売上高

（百万円）

2021.82020.82019.8 2021.82020.82019.8

2021.82020.82019.8 2021.82020.82019.8

2021.82020.82019.8 2021.82020.82019.8

1,921
営業利益

（百万円）

親会社株主に帰属する当期純利益

1,234（百万円） 39.0
自己資本比率

（%）

／
ROE／ ROA

44.0
配当性向

（%）4.5（%） 1.9（%）

■財務ハイライト（連結）

■営業利益　■経常利益

■純資産（百万円）　■自己資本比率

■1株当たり配当金（円）　■配当性向■ROE　■ROA

■非財務ハイライト

1,493

1,159

1,7401,725

1,330

1,937

59.2 55.4
47.9

24,694 24,726 25,585

3.1

2.0
2.8

5.1

3.5

5.4

40.0

64.0

44.3

38 38 38 38

AVANTIAグループ
事業展開エリア

AVANTIAグループ
中部圏以外の戸建住宅供給比率

（引渡戸数ベース）

AVANTIA
女性管理職比率

AVANTIA
社外役員比率

AVANTIAグループ
会社数

AVANTIAグループ
従業員数

※ 2019年以来、総合不動産グループ化に向けて、M&Aや子
会社設立を積極化しており、約4年強の間に、5社のM&A
による子会社化と2社の子会社設立を行っています。

※ 2019年8月末の479名に比べ、4年間で139名の増加と
なっています。

※ 1都2府9県は、愛知県・岐阜県・三重県・静岡県・石川
県・京都府・大阪府・兵庫県・東京都・千葉県・埼玉県・福
岡県

※ 4年前（2019年8月期）の2%に対し、大幅な拡大傾向が
続いており、今後も拡大を目指しています。

※ 詳しくは、P21参照

※ 女性管理職比率は着実に向上しています。
 ・2020年8月末現在　2.6%
 ・2021年8月末現在　4.0%
 ・2022年8月末現在　7.1%

（2023年11月29日現在）

50.0%
（2023年8月末現在）

8.7%

（2023年8月期）

40%
（2024年2月末現在）

1都2府9県

（2023年8月末現在）

618名
（2024年2月末現在）

13社

取締役7名（うち社外取締役3名）
監査役3名（うち社外監査役2名）

合計：役員10名（うち社外役員5名）

1,870

58,753

2022.8 2022.8

2022.8 2022.8

2022.8 2022.8

2,325 2,420

44.3

26,887

3.3

7.1

29.0

38

1,234

58,161

2023.8 2023.8

2023.8 2023.8

2023.8 2023.8

1,921 1,962

39.0

27,623

44.0

1.9

4.5
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企業価値10倍化
（2019年8月期比）

売上高　   5,000億円

経常利益　     300億円

チャレンジ目標 （成長性ビジョン）

「目指す姿」実現への
取り組みを通じ、SDGs
への貢献を推し進める

売上高　  1,000億円
経常利益　        60億円

ROE　              8.0％以上

住まいの提供を通じて
ステークホルダーとの価値共創を
推し進める

メガトレンド

人口動態の変化

●人口減少
●世帯数減少
●労働人口減少

都市構想の進展

●コンパクトシティ
●スマートシティ
　（Society 5.0）

価値観の多様化

●働き方の多様化
●暮らし方の多様化
●ダイバーシティ(多様性)を
   活かす時代へ

サステナビリティ志向

●循環型社会
●脱炭素社会
●サステナビリティへの
　社会的意識高揚

など

主な投入資本

【知的資本】

商品開発力
 「AVANTIA 01」

【社会・関係資本】

顧客基盤（累計販売棟数）

約20,000棟

グループ力 13社

【財務資本】

自己資本比率

39.0％

【人的資本】

グループ従業員

618人

持続可能な経営

価値を創造し続ける総合不動産グループへの進化

お客様に喜びと感動を生む
不動産商品・サービスの提供

グループ全社員によるミッションの追求

中期経営計画に基づく成長戦略の推進

経営基盤

人財基盤            DX基盤              財務基盤

               コーポレート・ガバナンス

＊数字はすべて、2023年8月末現在

お客様・地域・社会に寄り添い
あらゆる不動産ニーズを
解決する企業集団となる

目指す姿 （社会性ビジョン）

VISION2030 （1st マイルストーン）

［ミッション］

成長の加速成長軌道の
回復

成長エンジンの
構築

中期経営計画 2025
2023年8月期～2025年8月期

第3次Step
（2026/8-2030/8）

第2次Step
（2023/8-2025/8）

第1次Step
（2020/8-2022/8）

時代の変化に適応し社会に愛され
必要とされる企業を目指す

経営理念

価値創造プロセス 第1章　価値創造



総合不動産グループへの進化に
向けて、コア事業をベースに
様々な周辺領域の事業を
成長させてまいります

リフォーム
▶既存顧客へのリフォーム・
    メンテナンス提案力の向上

不動産仲介
▶不動産仲介グループ会社との
    更なる連携

▶各地域で不動産仲介事業を拡大

注文住宅
▶住宅展示場「Harmo」と外部設計
    事務所との提携による注文住宅
    事業の強化

土地分譲
▶転売可能性の高い物件、
    開発用地への積極的な参入

事業用不動産・
収益不動産
▶事業用土地販売や収益不動産に
    よる収益化を中部/首都圏で模索

中古流通
（リノベーション）
▶中古需要の旺盛な首都圏中心
　に事業化を模索

総合不動産
グループ化

前中期経営計画で取り組んできた様々な周辺領域の事業を引き続き成長させて
まいります。また、従来のBtoCを対象とした事業領域、サービスだけでなく、
BtoBを前提とした事業用不動産や収益不動産の取扱い、リノベーション物件
などによる収益化などにも取り組んでおり、これらの新たな領域については、
『中期経営計画 2025』内での事業化を目指し挑戦してまいります。

コア事業

戸建住宅

価値創造の源泉　① ビジネスモデル 第1章　価値創造
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※地域環境及び敷地形状により、設置できない場合があります。
※物件によりガス給湯器の場合が
　あります。

太陽光発電システム 高断熱サッシ

昨今の気象災害の多発や激甚化、脱炭素や環境意識の高まりを受け、
当社は新築分譲住宅「AVANTIA 01」を供給します。
住宅性能を客観的に評価できる「住宅性能表示制度」において6項目
で最高等級を取得※2し、また、建物の省エネルギー性能を評価できる
「建築物省エネルギー性能表示制度(BELS)」でも★★★★★（ZEH
表示あり）※3を取得。太陽光発電システムも標準化することで経済的
にもサステナブルな意味でもより快適に過ごす事ができます。
当社は、世界的にも注目される住環境のCO₂排出削減に積極的に取
り組んでいきます。

創エネ
家庭で使う電気は創る時代。エネルギーをク
リーンに創り、余った電気は売電や蓄電して
効率的に使いエネルギーコストを削減。

断熱
高断熱の家は冬の冷気、夏の熱気を家に入れず、室内の
暖かさや涼しさを保ちます。そのため、余分なエネルギー
の削減ができ、１年中快適で家族の健康が守られます。

省エネ
エネルギー使用量を削減できる最新設備を導入し、
AIを活用したクラウドHEMSでエネルギーをマネジメ
ント。

高性能グラスウール

クラウドHEMS

Low-E複層ガラス（断熱タイプ）
+アルゴンガス

LED照明 給湯設備

※1）地域環境及び敷地形状により、設置できない場合があります。
※2）2 階建てに限る。　※3）建物や諸条件により表示が異なる場合があります。

2030年度までに
最低ラインが引き上げられます

太陽光発電システム搭載の住宅は地球環境に大きく貢献しています。

太陽光発電で地球環境に貢献

「全棟ZEH水準住宅」中部・関西・首都・九州圏で展開

※国土交通省WEBサイトより引用

低炭素への貢献 ―「AVANTIA 01」で供給100％を目指す基準―
2025年の低炭素住宅の認定基準の省エネ基準と同等以上の断熱性能確保
省エネ基準に比べて一次エネルギー消費量がマイナス20%以上

環境住宅の展開
2030年における節水節湯設備の設置率（対住宅供給数）100%
2030年におけるエネルギー高効率設備の設置率（対住宅供給数）100%
地表面被覆の環境舗装化（ヒートアイランド対策）

温室効果ガス排出削減
2030年における売上高あたりの Scope1、Scope2 排出量を25%削減（2021年比）
SBT目標を設定している企業をサプライヤーとして選定することにより、Scope3削減に取り組む
2030年における太陽光パネル等を搭載した住宅の供給率50%

SDGsの実現に向けた取り組み

＋

持続可能な未来のために
ZEH水準の創エネ性能
断熱性能・省エネ性能を標準化※1

エネルギー基本計画等（2021年10月22日閣議決定）において、2030年
度以降新築される住宅は、ZEH水準の省エネ性能が確保されることを目
指すとされ、今後、省エネ基準の段階的な引き上げが予定されています。

価値創造の源泉　② ブランド戦略 第1章　価値創造
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